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【事業名】港湾公害防止対策事業



１．港湾公害防止対策事業の経緯と概要
１．経緯

昭和４０年代に四大公害をはじめとする公害の被害が各地でクローズアップされ、昭和４６年に環境庁が設置されるなど、
環境への関心の高まりの中で、「公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（以下、「公害財特
法」という。）が、昭和４６年に制定され、同法に基づき、港湾においても昭和４７年度より公害防止対策事業を開始。
その後、平成１２年に制定された「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づき、平成１４年に「ダイオキシン類による水底の
底質の汚染に係る環境基準（150pg-TEQ/g）」が告示・施行され、公害防止対策事業においてダイオキシン類対策を実施。

２．事業の概要
港湾における公害の原因となる堆積汚泥等の浚渫、覆土等の事業（※１）、並びに汚濁水浄化のための導水施設、公害防
止用緩衝地帯等の公害防止施設（※２）について、国または地方公共団体（港湾管理者）が建設または改良する事業。

※１ 汚泥浚渫等（「公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」に基づく事業）
●浚渫 ： 汚泥からの水質汚濁原因物質の溶出を防ぐため、汚染物質そのものを除去
●覆土（覆砂） ： 汚泥が堆積する水底面を良質な土砂で覆うことにより、汚泥からの水質汚染原因物質の溶出を防止

※２ 港湾公害防止施設（「港湾法」第２条第５項第９号に規定する港湾公害防止施設）
●導水施設 ： 汚濁水を浄化するための揚水・送水設備
●防 塵 柵 ： 鉱産品を取り扱う埠頭において、粉塵等の飛散を防止するための柵（フェンス）

汚泥浚渫 陸上において汚泥を固化処理 1

（注）「pg」はピコグラムで１兆分の１グラム．「pg-TEQ/g」はダイオキシン類のうち最も毒性の強い物質を基準に表した毒性影響の単位（毒性等量）．

【港湾公害防止対策事業（汚泥浚渫）の主な流れ】

埋立処分
有効利用等



２．港湾公害防止対策事業に係る上位計画

１．公害防止計画
公害の著しい地域について、公害防止に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、都道府県知事が策定する地域

計画（環境基本法第17条）

２．公害防止対策事業計画
●公害防止計画の一部を構成する、公害財特法に基づく計画

●地方公共団体が公害財特法に基づく財政上の特別措置を受けようとする場合には、公害防止対策事業計画の環境大臣
同意を求めて協議

●対象事業 ： ①下水道の設置又は改築、②しゅんせつ等、③農用地における客土等、④ダイオキシン類土壌汚染対策
（赤字は、港湾公害防止対策事業として実施している事業）

※３０地域（２４都府県）において策定されていた公害防止計画はＨ22年度末に終了。制度の改正後、引き続き公害防止計画
が作成された２１地域（１８都府県）の公害防止対策事業計画について、平成24年3月に環境大臣が同意
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■公害防止計画と公害防止対策事業計画の概要

環境大臣が公害防止対策事業計画の同意を行うにあたっては、
公害対策会議（環境大臣を長とし、国土交通大臣等の閣僚を委員
とする組織）の議を経なければならない。

公害防止計画の作成（都道府県知事の任意）<環境基本計画第１７条>

公害防止対策事業計画の協議（都道府県知事の任意）<公害財特法第２条の２第１項>

公害防止対策事業計画の同意（環境大臣）<公害財特法第２条の２第１項>

公害対策会議<公害財特法第２条の２第３項>

公害財特法の補助を受けるためには、
公害防止対策事業計画の作成が必要

公害防止計画の達成の推進<環境基本法第１８条>

※この他、総務大臣の指定を受ける手続きもある。
<公害財特法第３条>

■手続きの流れ



宇部港

田子の浦港

伏木富山港

大阪港

東京港

千葉港

小樽港

水俣港

◆過去10年（平成１９～２８年度）の港湾公害防止対策事業の実施箇所

※ハッチングは現在実施中の港湾
※（）内は各港の事業期間を表す

年度
実施
港数

年度
実施
港数

Ｈ１９ ７ Ｈ２４ ４

Ｈ２０ ６ Ｈ２５ ４

Ｈ２１ ７ Ｈ２６ ４

Ｈ２２ ５ Ｈ２７ ４

Ｈ２３ ４ Ｈ２８ ４

３．近年の港湾公害防止対策事業実施港
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（H19～21年度）

（H21～22年度）

（H16～21年度）

（H15～19年度）

（S47～H32年度）

（H2～H34年度）

（H13～H41年度）

（H15～29年度）



４．東京港における公害防止対策事業の例

◆主要課題 ：水質汚濁（ＣＯＤ、全リン、全窒素）
◆事業概要 ：｢東京地域公害防止計画｣に基づき、東京港の運河水域を中心に、計画的に

悪臭の原因となっている堆積汚泥の浚渫、覆砂を実施
◆事業実施期間 ：昭和４７年度 ～ 平成３２年度（予定）
◆総事業費 ：約２２０億円

江東地区 汚染土量

約２５７万ｍ３

芝浦地区 汚染土量

約１６４万ｍ３

港南地区 汚染土量
約78万ｍ３

公害防止対策範囲

新海面処分場
（浚渫土砂の埋立処分地）

【汚泥浚渫】

【新海面処分場への埋立処分】

【現地対策工法】

【処理工法】
【覆砂】

【新海面処分場での土砂投入】 4



５．伏木富山港における港湾公害防止対策事業の例

◆主要課題 ：ダイオキシン類

◆事業概要 ：港内の富岩運河等が、長年水質汚濁・悪臭等により周辺環境に悪影響を及ぼし
てきたことから、平成２年度に事業着手。その後、平成１３年度に、同運河
の水質・底質から高濃度のダイオキシン類が検出されたため、浚渫や覆砂等を
実施。

◆事業実施期間 ：平成２年度 ～ 平成３４年度（予定）
◆総事業費 ：約９９億円

【対策工法】

【汚泥浚渫の状況】 【覆砂の状況】

【処分工法】

150ピコ未満 3,000ピコ未満 3,000ピコ以上

【公共残土仮置場】

・土壌の環境基準を
満足しており再利
用可能

【管理型最終処分場】

・民間管理型最終処
分地へ埋立処分

【無害化処理場】

・民間処理施設で焼却
し、ダイオキシン類濃
度を3,000ピコ以下に
無害化処理

中島閘門

富岩運河環水公園

伏木富山港 汚染土量
約9万ｍ３

（200～630pg-TEQ/g）

住友運河 汚染土量

約４万ｍ３

（160～14,000pg-TEQ/g）

富岩運河 汚染土量

約１６万ｍ３

（160～12,000pg-TEQ/g）

中間処理（洗浄分級､脱水）

公害防止対策範囲

【中間処理】
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ふがん

（注）「pg」はピコグラムで１兆分の１グラム．「pg-TEQ/g」はダイオキシン類のうち最も毒性の強い物質を基準に表した毒性影響の単位（毒性等量）．



６．効果的な事業実施にあたっての課題

港名 事業期間 総事業費

東京港 S47年度～H32年度 220億円

伏木富山港 H2年度～H34年度 99億円

田子の浦港 H15年度～H29年度 88億円

大阪港 H13年度～H41年度 147億円

■現在継続中の事業

○港湾公害防止対策事業の制度創設時は、有害な工場排水等による「産業公害」が中心であっ
たが、近年では市民生活や通常の事業活動に起因する「都市・生活型公害」が増加している。

○これに伴い、事業期間が長期に及ぶ事業がある中、国庫補助金の効果的な活用の観点から、
これまで以上に効果的・効率的に事業を進めていく必要があるのではないか。
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※事業主体である港湾管理者の事業評価（５年に１度の再評価）等により事業継続の
妥当性等を確認。



参考資料



港湾環境行政の変遷
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●公害財特法の制定

●清掃船の建造を補助対象化、
港湾区域外の一般海域に
おける浮遊ゴミ・油の回収を
国の直轄事業として実施

●広域臨海環境整備センター法の制定

●港湾整備の長期政策「21世紀への港湾」を
策定し、港湾空間のアメニティの向上を目標
としたウォーターフロント開発を推進

●大阪湾で広域廃棄物埋立処分場の整備を実施

●海域環境創造事業（シーブルー事業）を実施

●「新たな港湾環
境政策－環境
と共生する港湾
<エコポート>」を
策定

●港湾法の一部改正。環境の保全
に配慮しつつ港湾の整備等を図
る旨を法目的に規定

●港湾を核とした総合的な静脈物流システム
（リサイクルポート）に係る施策を展開

●「東京湾再生のための行動計画」を策定

●「海辺の自然学校」、「海辺の達人養成講座」の展開
●「大阪湾再生のための行動計画」を策定

S46年度

S49年度

S48年度

●港湾公害防止施設、
廃棄物処理施設、
港湾環境整備施設
等を港湾法に位置
づけ、環境整備事
業を本格的に実施

S56年度

S60年度

S62年度

S63年度

H６年度

Ｈ12年度

Ｈ14年度

Ｈ15年度

Ｈ16年度

Ｈ1８年度

Ｈ1９年度

●港湾法の一部改正。廃棄物埋立
護岸等の補助率の引き上げ

Ｈ２０年度

●「港湾における底質ダイオキシン
類対策技術指針」改訂

●交通政策審議会より「地球温暖化
に起因する気候変動に対するあり
方」を答申

●廃油処理施設
の整備

S42年度

公
害
へ
の
対
応

廃
棄
物
問
題

港湾行政の
グリーン化

ウ
ォ
ー
タ
ー
フ
ロ
ン
ト
の

環
境
整
備

～
21
世
紀
へ
の
港
湾
～

エコポート
リサイクルポート

●交通政策審議会より「今後の港湾環
境政策の基本的な方向（港湾行政の
グリーン化）」を答申

●港湾法の一部改正。船舶等を捨て、又は
放置することを禁止する区域を陸域にま
で拡大

産業公害への対応・廃棄物問題

昭和40年代

■港湾公害防止対策事業

■浮遊ごみ・油回収処分

東京港

■廃棄物埋立護岸の整備

ウォーターフロントの環境整備

昭和60年代

都市生活型環境問題への対応

昭和63年度～

■海域環境創造事業の実施

汚泥
良質な砂で覆砂

環境との共生

平成6年度～

リサイクルポートの形成

平成14年度～

他港

他港

リサイクル品

循環資源

残渣等の廃棄物

海面処分場海面処分場海面処分場

ストックヤードストックヤードストックヤード

リサイクル施設リサイクル施設リサイクル施設

■リサイクルポートのイメージ

▲

■親水・賑わい空間・マリーナ等

■浚渫土砂活用による干潟・藻場の創出

港湾行政のグリーン化

平成16年度～

■環境に配慮した防波堤（釧路港）

港湾の開発・利用と港湾の環境の保全・再生・創出は車の両輪であり、
その双方に港湾行政が責任を持つ必要がある。

Ｈ２３年度

Ｈ２６年度
●「東京湾再生のための行動
計画（第二期）」を策定

●「大阪湾再生のための
行動計画（第二期）」を策定

浚渫土砂を活用した藻場造成

●港湾公害防止対策
事業開始

S47年度

●ダイオキシン類対策特別措置法施行

●「ダイオキシン類による水底の底質の汚染
に係る環境基準」の告示・施行

●「港湾における底質ダイオキシン類対策
技術指針」の関係者通知

Ｈ２５年度

●改正公害財特法の施行



【機密性２】

COD環境基準値

東京港公害防止対策事業の目標

○東京地域公害防止計画に記載の環境基準は下表のとおり
水域区分名 地点数 地点名 類型 環境基準値

東京湾（９） 1 ST.8

B 3mg/L
ST.22

東京湾（１１） 2 ST.25

東京湾（１２） 1 ST.35

ST.5

C 8mg/L
ST.6

ST.11

東京湾（５） 4 ST.23

８

補足）類型は、環境省告示にて指定されるものであり、利用目的
などを踏まえ、以下の適応性が定められている。
類型B：水産２級に分類されるボラ、ノリ等の水産生物が生息可能。

工業用水への利用及び以下類型Ｃに掲げるものに適合
可能なもの。

類型C：環境の保全として、国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含
む。)において不快感を生じない限度が担保されるもの。

○東京地域公害防止計画に記載の実施期間は以下のとおり
『平成２３年度から平成３２年度まで』

東京湾の水質汚濁に係るCOD、全窒素及び全りんの環境基準達成を目標とする。

※なお、事業実施箇所に環境基準点はない。

事業実施箇所



【機密性２】

ダイオキシン類の環境基準値

大阪港公害防止対策事業の目標

○大阪地域公害防止計画に記載の環境基準は下表のとおり

９

項目 環境基準値

ダイオキシン類 水底の底質 150pg-TEQ/g以下

ダイオキシン類対策区域等
正蓮寺川、＊ 大正内港（福町堀）、
木津川運河及び河口付近、木津川、
旧住吉川、尻無川、三十間堀川

木津川

尻無川

三十間堀川

咲洲（南港）
地区

木津川運河及
び河口付近

正蓮寺川
安池川

（注）「pg」はピコグラムで１兆分の１グラム．「pg-TEQ/g」はダイオキシン類のうち最も毒性の強い物質を
基準に表した毒性影響の単位（毒性等量）．

○大阪地域公害防止計画に記載の実施期間は以下のとおり
『平成２３年度から平成３２年度まで』

大阪港の底質のダイオキシン類汚染について、環境基準の達成を図る。

事業実施箇所



【機密性２】

ダイオキシン類の環境基準値

田子の浦港公害防止対策事業の目標

○富士地域公害防止計画に記載の環境基準は下表のとおり

１０

項目 環境基準値

ダイオキシン類 水底の底質 150pg-TEQ/g以下

ダイオキシン類対策区域

（注）「pg」はピコグラムで１兆分の１グラム．「pg-TEQ/g」はダイオキシン類のうち最も毒性の強い物質を
基準に表した毒性影響の単位（毒性等量）．

○富士地域公害防止計画に記載の実施期間は以下のとおり
『平成２３年度から平成２９年度まで』

田子の浦港の底質のダイオキシン類汚染について、環境基準の達成を図る。

事業実施箇所



【機密性２】

ダイオキシン類の環境基準値

伏木富山港公害防止対策事業の目標

○伏木富山港の環境基準は下表のとおり

１１

項目 環境基準値

ダイオキシン類 水底の底質 150pg-TEQ/g以下

事業実施箇所

（注）「pg」はピコグラムで１兆分の１グラム．「pg-TEQ/g」はダイオキシン類のうち最も毒性の強い物質を基準に表した毒性影響の単位（毒性等量）．

（補足）伏木富山港は、公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律第３条第４項の規定に基づき、総務大臣が主務大臣（国土交通大臣）
及び環境大臣と協議して指定する事業。

○伏木富山港の実施期間は以下のとおり
『平成２３年度から平成３４年度まで』

伏木富山港の底質のダイオキシン類汚染について、環境基準の達成を図る。


